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議案第１３号 

 

令和８年度尼崎市モーターボート競走事業会計予算 

 

（総 則） 

第１条 令和８年度尼崎市モーターボート競走事業会計の予算は、次に

定めるところによる。 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

⑴   年 間 開 催 日 数 130 日 

⑵   １日平均舟券発売金額 506,793 千円 

⑶   １日平均有料入場人員 2,060 人 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収        入 

第１款 モーターボート競走事業収益 69,863,118 千円 

第１項 営 業 収 益 69,713,907 千円 

第２項 営 業 外 収 益 149,210 千円 

第３項 特 別 利 益 1 千円 

支        出 

第１款 モーターボート競走事業費用 66,992,738 千円  

第１項 営 業 費 用 66,619,077 千円 

第２項 営 業 外 費 用 363,660 千円 

第３項 特 別 損 失 1 千円 

第４項 予 備 費 10,000 千円 

（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的

収入額が資本的支出額に対し不足する額 3,733,629 千円は、当年度分
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消費税及び地方消費税資本的収支調整額 305,936 千円、建設改良積立

金 782,318 千円及び過年度分損益勘定留保資金 2,645,375 千円で補て

んするものとする。）。 

収        入 

第１款 モーターボート競走事業資本的収入 1 千円 

第１項 固定資産売却代 1 千円 

支        出 

第１款 モーターボート競走事業資本的支出 3,733,630 千円 

第１項 建 設 改 良 費 3,432,630 千円 

第２項 投 資 有 価 証 券 300,000 千円 

第３項 予 備 費 1,000 千円 

（債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次

のとおりと定める。 

事    項 期   間 限 度 額 

映像関係資産更新業務 
令和８年度から 

  令和９年度まで 
1,480,000 千円 

競技用操作卓更新工事 
令和８年度から 

  令和９年度まで 
281,157 千円 

メインスタンド昇降機 

改 修 工 事 

令和８年度から 

  令和９年度まで 
96,333 千円 

メ イ ン ス タ ン ド 南 外 

舗 装 等 修 繕 工 事 

令和８年度から 

  令和９年度まで 
30,272 千円 

高 圧 変 圧 器 更 新 工 事 
令和８年度から 

  令和 10 年度まで 
770,660 千円 

 

（一時借入金） 

第６条 一時借入金の限度額は、500,000 千円と定める。 
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（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、

次のとおりと定める。 

⑴ 営業外費用に計上した消費税及び地方消費税に係る予算額に不足

を生じた場合における同一款内での各項間の流用 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第８条 次に掲げる経費については、これらの経費の金額を、これらの

経費のうち他の経費の金額に、若しくはこれら以外の経費の金額に流

用し、又はこれら以外の経費をこれらの経費の金額に流用する場合は、

議会の議決を経なければならない。 

⑴   職 員 給 与 費 674,518 千円 

⑵   交 際 費 121 千円 

（重要な資産の取得及び処分） 

第９条 重要な資産の取得及び処分は、次のとおりとする。 

⑴   取得する資産 

種 類 名 称 数 量 

建 物 選 手 宿 舎 一 式 

投 資 有 価 証 券 国  債  等 一 式 

⑵ 処分する資産 

種 類 名 称 処分の態様 

投 資 有 価 証 券 国  債  等 売 払 い 

 

令和８年２月１８日提出 

 

               尼崎市長 松  本    眞 
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（単位　千円）

予 定 額

1
モーターボート
競 走 事 業 収 益

69,863,118 

1 営 業 収 益 69,713,907 

1 開 催 収 益 65,883,082 舟券の発売収益

2 受 託 収 益 3,071,145 

3 その他営業収益 759,680 施設使用料等

2 営 業 外 収 益 149,210 

1
受 取 利 息
及 び 配 当 金

12,373 投資有価証券運用利息

2 使 用 料 38,863 用地、店舗及び建物貸付収入

3 補 助 金 50,640 開催事業に対する補助金

4 長期前受金戻入 36,345 

5 雑 収 益 10,989 光熱水費実費弁償金等

3 特 別 利 益 1 

1 固定資産売却益 1 投資有価証券売却益

（単位　千円）

予 定 額

1
モーターボート
競 走 事 業 費 用

66,992,738 

1 営 業 費 用 66,619,077 

1 開 催 費 61,997,745 

職 員 給 与 費 411,834 

払 戻 金 46,808,366 

返 還 金 3,137,287 

選 手 費 1,162,016 

広 告 宣 伝 費 848,360 

ボートレースの開催に要する
経費

一般職（会計年度任用職員
除く。)17人
会計年度任用職員 56人

支          出

款 項 目 備          考

長期前受金の収益化額

場間場外受託発売における他
の施行者からの受託収入

令和８年度尼崎市モーターボート競走事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

収          入

款 項 目 備          考
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（単位　千円）

予 定 額

委 託 料 4,504,040 

賃 借 料 1,377,148 

負 担 金 、 補 助
及 び 交 付 金

3,688,671 

そ の 他 物 件 費 60,023 

2 競艇場管理費 1,068,761 

職 員 給 与 費 35,057 

備 消 耗 品 費 120,096 

光 熱 水 費 177,608 

委 託 料 608,880 

修 繕 費 107,445 

そ の 他 物 件 費 19,675 

3
場間場外発売
受 託 事 業 費

2,162,977 

職 員 給 与 費 1,645 

委 託 料 1,386,034 

賃 借 料 609,023 

負 担 金 、 補 助
及 び 交 付 金

118,927 

そ の 他 物 件 費 47,348 

4 総 係 費 251,503 

職 員 給 与 費 157,917 

負 担 金 、 補 助
及 び 交 付 金

70,556 

そ の 他 物 件 費 23,030 

5 減 価 償 却 費 884,701 固定資産の減価償却費

6 資 産 減 耗 費 253,390 

2 営 業 外 費 用 363,660 

1 繰 出 金 320,000 一般会計への繰出金

2
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

43,660 

3 特 別 損 失 1 

1 その他特別損失 1 

款

その他特別損失

事業活動の全般に関連する経
費

固定資産の除却に要する経費

項 目 備          考

消費税及び地方消費税納税額

ボートレース場の維持管理に
要する経費

他の施行者が開催する競走の
場外発売に要する経費

一般職（会計年度任用職員
除く。)8人（ほか短時間勤
務職員1人）
会計年度任用職員 1人

一般職（会計年度任用職員
除く。)3人
会計年度任用職員 1人
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（単位　千円）

予 定 額

4 予 備 費 10,000 

1 予 備 費 10,000 予定外経費に充当する予備費

款 項 目 備          考

議13-6



（単位　千円）

予 定 額

1
モーターボート
競 走 事 業
資 本 的 収 入

1 

1 固定資産売却代 1 

1 固定資産売却代 1 投資有価証券売却代

（単位　千円）

予 定 額

1
モーターボート
競 走 事 業
資 本 的 支 出

3,733,630 

1 建 設 改 良 費 3,432,630 

1 改 良 事 業 費 69,021 改良事業に要する支出

職 員 給 与 費 68,065 

その他物件費 956 

2 営 業 設 備 費 3,363,609 施設改修費等

機械器具購入費 28,407 

施 設 費 2,843,100 

建 物 取 得 費 492,102 

2 投資有価証券 300,000  

1 投資有価証券 300,000 

3 予 備 費 1,000 

1 予 備 費 1,000 予定外支出に充当する予備費

支          出

資本的収入及び支出

収          入

款 項 目 備          考

款 項 目 備          考

投資有価証券の取得に要する
支出

一般職（会計年度任用職員
除く。)7人
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（単位  千円）

1　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 2,564,444    

減価償却費 884,701      

固定資産除却費 190,548      

退職給付引当金の増減額（△は減少） 62,686       

賞与引当金の増減額（△は減少） 961          

法定福利費引当金の増減額（△は減少） 211          

長期前受金戻入額 36,345△     

受取利息及び配当金 12,373△     

未収金の増減額（△は増加） 8,022△      

未払金の増減額（△は減少） 1,051,866    

預り金の増減額（△は減少） 14,234       

小計 4,712,911    

利息及び配当金の受取額 12,373       

業務活動によるキャッシュ・フロー 4,725,284    

2　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 3,127,512△  

無形固定資産の取得による支出 182△        

投資有価証券の取得による支出 300,000△    

投資有価証券の売却による収入 1            

投資活動によるキャッシュ・フロー 3,427,693△  

3　財務活動によるキャッシュ・フロー

一般会計への繰出金による支出 1,759,476△  

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,759,476△  

　 資金増減額 461,885△    

　 資金期首残高 10,252,650   

　 資金期末残高 9,790,765    

令和８年度尼崎市モーターボート競走事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和８年４月１日から令和９年３月31日まで）
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1 総 括

本年度

前年度

比 較

本年度

前年度

比 較

   (1) 会計年度任用職員以外の職員

26,559 32,337 2,588 34,925
0

（注） １ （　）内には、短時間勤務職員について外書きしている。
　　　 ２ 「手当」には、賞与引当金繰入額及び退職給付引当金繰入額を含む。
　　　 ３ 「法定福利費」には、法定福利費引当金繰入額を含む。

167,546 317,300 54,578 371,878
35

比 　較 0
(0)

0 5,778

35

前　年　度 0
(1)

0 149,754

（千円）

本　年　度 0
(1)

0 155,532 194,105 349,637 57,166 406,803

（注） １ 「期末・勤勉手当」には、賞与引当金繰入額を含む。
　　　 ２ 「退職手当」には、退職給付引当金繰入額を含む。

区     分

職  員  数 給 与 費 法  定
合   計

特別職 一般職 報   酬 給   料 手   当 計 福利費

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

△ 2,784 △ 90 0 0 1,353 23,020

26,845 1,265 0 0 134,555 39,666

△ 965 0 671

（千円）

24,061 1,175 0 0 135,908 62,686

退 職 手 当
手 当 手 当 手 当 特別勤務手当 手 当

休 日 勤 務 夜 間 勤 務 管 理 職 員 期 末 ・ 勤 勉

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

0

6,120 13,292 3,240 4,538 306手
 
　
当
 
　
の
 
　
内
　
 
訳

区 分
管 理 職 手 当 扶 養 手 当 地 域 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当

4,491

306

0 1,962

4,491 4,158 14,257 3,240 3,867

区 分

時 間 外 勤 務

手 当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

比 　較 0
(△ 8)

△ 20,332 5,778 23,167 8,613 1,065

特 殊 勤 務

9,678
0

（注） １ （　）内には、短時間勤務職員または会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの
          通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員
          について外書きしている。
　　　 ２ 「手当」には、賞与引当金繰入額及び退職給付引当金繰入額を含む。
　　　 ３ 「法定福利費」には、法定福利費引当金繰入額を含む。

35

前　年　度 0
(67)

182,293 149,754

（千円）

本　年　度 0
(59)

161,961 155,532 255,817 573,310 101,208 674,518

232,650 564,697 100,143 664,840
35

給  与  費  明  細  書

区     分

職  員  数 給 与 費 法  定
合   計

特別職 一般職 報   酬 給   料 手   当 計 福利費

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）
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本年度

前年度

比 較

本年度

前年度

比 較

   (2) 会計年度任用職員

（注）  （　）内には、会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が
        常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員について外書
        きしている。

比 　較
(△ 8)

△ 20,332 △ 3,392 △ 23,724 △ 1,523 △ 25,247
-

前　年　度
(66)

182,293 65,104 247,397 45,565

本　年　度
(58)

161,961 61,712 223,673 44,042 267,715
-

292,962
-

（人） （千円） （千円） （千円） （千円）

（注） １ 「期末・勤勉手当」には、賞与引当金繰入額を含む。
　　　 ２ 「退職手当」には、退職給付引当金繰入額を含む。

区     分

職 員 数 給　　　　与　　　　費
法  定
福利費

合   計
一 般 職 報   酬

期末・勤勉
計

（千円）

4,745 23,020

26,845 1,265 0 0 69,451 39,666

手 当

期 末 ・ 勤 勉

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

24,061 1,175 0 0 74,196 62,686

退 職 手 当
手 当 手 当 手 当 特別勤務手当 手 当

671 0

4,538 306

4,491 4,158 14,257 3,240 3,867 306

通 勤 手 当
特 殊 勤 務

手 当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

手
 
　
当
 
　
の
 
　
内
　
 
訳

区 分
管 理 職 手 当 扶 養 手 当 地 域 手 当 住 居 手 当

4,491 6,120 13,292 3,240

0 1,962 △ 965 0

区 分

時 間 外 勤 務 休 日 勤 務 夜 間 勤 務 管 理 職 員

△ 2,784 △ 90 0 0
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2

区分 増 減 額

（千円） （千円）

給料 5,778 1

2

3

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人

人

手当 23,167 1  期末・勤勉手当等

2  退職手当等

　(注）　備考欄中職員数の異動状況における（  )内には、短時間勤務職員について外書きしている。

3

   (1) 職員１人当たり給与

(円) 465,024 377,614

平 均 年 齢

令和６年12月１日
…………………・

現　　　　在

平 均 給 料 月 額 (円) 335,259 332,000

平 均 給 与 月 額 (円) 472,481 415,324

平 均 年 齢

給料及び手当の状況

区                       分 事務・技術職 技能労務職

増 減 分 ・

(歳) 45.7 50.0

(歳) 44.9 51.0

令和７年12月１日
…………………・

現　　　　在

平 均 給 料 月 額 (円) 357,248 344,600

平 均 給 与 月 額

そ の 他 の 19,850

退 職 者

採 用 者 1

に 伴 う 増

減 分 ・ ・

1

制 度 改 正 3,317

増 減 △ 1 1 0

 採用、退職の状況
（令和6.12.2～令和7.12.1）

　 本 年 度 34 1 35

(0人) (1人) (1人)

前 年 度 35 0 35

(0人) (0人) (0人)

増 減 分 ・ 変 動 等 に (その他) （計）

伴うもの (0人) (1人) (1人)

昇 給 に 伴 1,145  平均昇給率　1.34％

う 増 加 分

そ の 他 の △ 219 職 員 数 の  職員数の異動状況

給料及び手当の増減額の明細

増 減 事 由 別 内 訳 説 明 備                      考

給 与 改 定 4,852  給与改定の状況

に 伴 う 増
 前年度

給与改定率     3.22%

減 分 ・ ・ 給与改定実施時期　R7.4.1

現 に 在 職

する職員数
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   (2) 初  任  給

   (3) 級 別 職 員 数

''　 ''　 ''　 ''　

''　（6） ''　（6） ''　（6） ''　（6）

（級別の基準となる職務）

書 記
技 手

事務員
技術員

２ 級 １ 級

事 務 ・ 技 術 職 局次長 部 長 課 長
課 長
補 佐

係 長
主 任

主 事
技 師

区 分 ８ 級 ７ 級 ６ 級 ５ 級 ４ 級 ３ 級

計 34 100 1 100

１ 級 0 0 0 0

２ 級 3 8.8 0 0

３ 級 13 38.3 1 100

４ 級 12 35.3 － －

4 11.8 － －

５ 級 1 2.9 － －

令 和 … …
６ 年 12 月
１ 日 現 在

８ 級 0 0 － －

７ 級 1 2.9 － －

６ 級

計 33 100 1 100

１ 級 1 3.0 0 0

２ 級 2 6.1 0 0

３ 級 12 36.4 1 100

４ 級 13 39.4 － －

4 12.1 － －

５ 級 0 0 － －

区 分

事 務 ・ 技 術 職 技 能 労 務 職

職  員  数 構　成　比 職  員  数 構　成　比

（人） （％） （人） （％）

令 和 … …
７ 年 12 月
１ 日 現 在

８ 級 0 0 － －

７ 級 1 3.0 － －

６ 級

高 校 卒 223,800 214,900 223,800 214,900

大 学 卒 247,400 － 247,400 －

区 分

一 般 会 計 の 制 度

事務・技術職 技 能 労 務 職 行 政 職 技 能 労 務 職

（円） （円） （円）・ （円）・
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   (4) 昇  給

   (5) 特殊勤務手当

 

28 28 0

４号給（人）

６号給（人） 0 0 0

区　　　分 合　　計 事務・技術職 技能労務職

本

年

度

職 員 数 （Ａ）（人） 35 35 0

昇給に係る職員数 （Ｂ）（人）

８号給（人） 0 0 0

比率（Ｂ）／（Ａ）　　　（％） 80.0 80.0 －

２号給（人） 0 0 0

28 28 0号給数別内訳

１号給（人） 0 0 0

昇給に係る職員数 （Ｂ）（人） 26 25

６号給（人） 0

1

0 0

1

0 0 0

26 25 1

 
(円)

750 750

35 34

８号給（人） 0 0

代表的な特殊勤務手当の名称 　年末年始特別業務手当

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 (％) 0.20 0.20 0.20

支 給 対 象 職 員 の 比 率
( 令 和 7 年 12 月 1 日 現 在 )

 
(％)

100 100 100

支 給 対 象 職 員 １ 人 当 た り
平 均 支 給 月 額

0

２号給（人）

４号給（人）

750

比率（Ｂ）／（Ａ）　　　（％） 74.3 73.5 100

区      分 全 職 種 事務・技術職 技能労務職

前

年

度

職 員 数 （Ａ）（人）

号給数別内訳
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   (6) 期末手当・勤勉手当

　(注)　(　)内には、再任用職員の標準的な支給率を記載している。

   (7) 定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

   (8) そ の 他 の 手 当

差 異 の 内 容

同

通 勤 手 当 同

区 分 一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同

扶 養 手 当 同

地 域 手 当 同

住 居 手 当 同

備　考

支 給 率 等 24.586875 33.270750 47.709000 47.709000

応募認定退職
特例措置
（1年につき
3％以内）

区 分
20年勤続
の　　者
（月分）

25年勤続
の　　者
（月分）

35年勤続
の　　者
（月分）

最高限度
･････…･
（月分）

その他の
加    算
措 置 等

一般会計の制度
（ 支 給 率 等 ）

一般会計の制度
(1.225) (1.225) (2.450)

同 同 同 同

前 年 度
(1.200) (1.200) (2.400)

有
2.300 2.300 4.600

有

2.325 2.325 4.650

2.325 2.325 4.650

有

職制上の段階、
職務の級等によ
る加算措置・・

備    考
６月（月分） 12月（月分） （月分）

本 年 度
(1.225) (1.225) (2.450)

区 分
支 給 期 別 支 給 率 支給率計
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期 間 金 額 期 間 金 額 自 己 財 源

令和８年度提出分

映像関係資産更新業務 1,480,000 － －

令和８年度
から
令和９年度
まで

1,480,000 1,480,000

競技用操作卓更新工事 281,157 － －

令和８年度
から
令和９年度
まで

281,157 281,157

メインスタンド昇降機
改 修 工 事

96,333 － －

令和８年度
から
令和９年度
まで

96,333 96,333

メインスタンド南外舗装
等 修 繕 工 事

30,272 － －

令和８年度
から
令和９年度
まで

30,272 30,272

高 圧 変 圧 器 更 新 工 事 770,660 － －

令和８年度
から
令和10年度
まで

770,660 770,660

債務負担行為に関する調書

（単位：千円）

事 項 限 度 額

前 年 度 末 ま で の
支払義務発生(見込)額

当 該 年 度 以 降 の
支 払 義 務 発 生 予 定 額

左 の 財 源
内 訳
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（単位　千円）

1

(1)

ア 682,595    

イ 20,808,086    

12,961,661△  7,846,425  

ウ 4,273,142     

2,521,547△   1,751,595  

エ 605,739       

338,335△     267,404    

オ 2,904         

2,759△       145        

カ 21,206        

14,685△      6,521      

キ 2,126,901     

1,438,215△   688,686    

ク 3,375,327  

14,618,698 

(2)

ア 1,334      

1,334      

(3)

ア 2,299,998  

2,299,998  

16,920,030   

2

(1) 9,790,765  

(2) 403,809    

10,194,574   

27,114,604   

流 動 資 産

現 金 ・ 預 金

未 収 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

建 設 仮 勘 定

固 定 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

減 価 償 却 累 計 額

建 物

土 地

工 具 、 器 具 及 び 備 品

構 築 物

無 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産 合 計

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

有 形 固 定 資 産 合 計

電 話 加 入 権

投 資 有 価 証 券

令和８年度尼崎市モーターボート競走事業予定貸借対照表

（令和９年３月31日）

資　　産　　の　　部

有 形 固 定 資 産

固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

船 舶

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

投資その他の資産合計

議13-16



3

(1)

ア 369,103    

369,103    

369,103      

4

(1) 2,916,048  

(2)

ア 23,981     

イ 4,753      

28,734     

(3) 332,439    

3,277,221    

5

(1) 599,721    

281,825△  

317,896      

3,964,220    

6 13,157,940   

7

(1)

ア 1,279,395  

イ 8,713,049  

9,992,444  

9,992,444    

23,150,384   

27,114,604   

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

利 益 積 立 金

当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金

引 当 金 合 計

預 り 金

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

長期前受金収益化累計額

資　　本　　の　　部

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資 本 金

剰 余 金

流 動 負 債

賞 与 引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

未 払 金

引 当 金

固 定 負 債 合 計

固 定 負 債

引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

引 当 金 合 計

負　　債　　の　　部
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注 記

１  重要な会計方針

 (1) 有価証券の評価基準及び評価方法

ア　その他有価証券

　　時価評価による。時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は、全額を資本の部に計上）

 (2) 固定資産の減価償却の方法

ア　有形固定資産

 (ｱ) 減価償却の方法

  定額法による。

 (ｲ) 主な耐用年数

  建物 3～50年 構築物 10～75年

  機械及び装置 5～17年 工具、器具及び備品 2～20年

イ  無形固定資産

 (ｱ) 減価償却の方法

  定額法による。

 (3) 引当金の計上方法

ア　退職給付引当金

　職員の退職手当の支給に備えるため、年度末における退職手当の要支給額に相当する

　金額を計上している。

イ　賞与引当金

　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、年度末における支給見込額に基づ

　き、当該年度の負担に属する額を計上している。

ウ　法定福利費引当金

　職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、年度末における

　支給見込額に基づき、当該年度の負担に属する額を計上している。

 (4) 消費税及び地方消費税の会計処理

  消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

２  予定キャッシュ・フロー計算書等関連

 (1) 重要な非資金取引

  該当事項なし。

３  予定貸借対照表等関連　予定貸借対照表等関連

 (1) 引当金の目的使用による取崩しについて

ア　退職給付引当金

 令和７年度において、退職手当として9,034千円を支給するため、退職給付引当金

  9,034千円を取り崩す。

イ　賞与引当金

 令和７年６月に、期末手当及び勤勉手当として37,445千円を支給するため、賞与引当

  金21,549千円を取り崩す。
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 令和８年６月に、期末手当及び勤勉手当として41,433千円を支給するため、賞与引当

  金23,020千円を取り崩す。

ウ　法定福利費引当金

 令和７年６月に、期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費として6,599千円を支出す

  るため、法定福利費引当金4,267千円を取り崩す。

 令和８年６月に、期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費として7,346千円を支出す

  るため、法定福利費引当金4,542千円を取り崩す。

４  リース契約により使用する固定資産

 (1) リース会計に係る特例措置

　所有権移転外ファイナンス･リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっている。

 (2) 未経過リース料相当額

ア　賃貸借処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース

  料相当額

 (ｱ) 令和7年度末の未経過リース料相当額

  １年内

  １年超

 計

 (ｲ) 令和8年度末の未経過リース料相当額

  １年内

  １年超

 計

178,200千円 

287,776千円 

465,976千円 

135,495千円 

152,281千円 

287,776千円 
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（単位　千円）

1

(1) 61,340,724   

(2) 3,102,683    

(3) 747,682      65,191,089   

2

(1) 57,109,564   

(2) 958,060      

(3) 1,997,719    

(4) 219,081      

(5) 854,607      

(6) 350,048      61,489,079   

3,702,010    

3

(1) 8,812        

(2) 10,649       

(3) 45,455       

(4) 43,192       

(5) 9,797        117,905      

4

(1) 320,000      

(2) 1,040,438    1,360,438    1,242,533△  

2,459,477    

5

(1) 1            1            

6

(1) 1            1            0            

2,459,477    

5,366,287    

1,980,013    

9,805,777    

そ の 他 特 別 損 失

使 用 料

雑 収 益

営 業 外 費 用

繰 出 金

雑 支 出

経 常 利 益

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益

特 別 損 失

長 期 前 受 金 戻 入

令和７年度尼崎市モーターボート競走事業予定損益計算書

（令和７年４月１日から令和８年３月31日まで）

営 業 収 益

開 催 収 益

受 託 収 益

当 年 度 純 利 益

前年度繰越利益剰余金

そ の 他 未 処 分
利 益 剰 余 金 変 動 額

当年度未処分利益剰余金

そ の 他 営 業 収 益

補 助 金

営 業 費 用

開 催 費

競 艇 場 管 理 費

場 間 場 外 発 売
受 託 事 業 費

総 係 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受取利息及び配当金
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（単位　千円）

1

(1)

ア 682,595    

イ 20,744,653    

12,964,128△  7,780,525  

ウ 4,330,754     

2,506,971△   1,823,783  

エ 546,099       

310,234△     235,865    

オ 2,904         

2,759△       145        

カ 21,206        

13,470△      7,736      

キ 2,124,273     

1,283,394△   840,879    

ク 1,194,908  

12,566,436 

(2)

ア 1,152      

1,152      

(3)

ア 1,999,999  

1,999,999  

14,567,587   

2

(1) 10,252,650 

(2) 395,787    

10,648,437   

25,216,024   

投資その他の資産合計

資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 ・ 預 金

未 収 金

流 動 資 産 合 計

令和７年度尼崎市モーターボート競走事業予定貸借対照表

（令和８年３月31日）

資　　産　　の　　部

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計

電 話 加 入 権

減 価 償 却 累 計 額

船 舶

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

固 定 資 産 合 計

有 形 固 定 資 産

固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

投 資 有 価 証 券

建 物

土 地

工 具 、 器 具 及 び 備 品

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

無 形 固 定 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

建 設 仮 勘 定

議13-22



3

(1)

ア 306,417    

306,417    

306,417      

4

(1) 1,864,182  

(2)

ア 23,020     

イ 4,542      

27,562     

(3) 318,205    

2,209,949    

5

(1) 599,721    

245,480△  

354,241      

2,870,607    

6 11,177,927   

7

(1)

ア 1,279,395  

イ 82,318     

ウ 9,805,777  

11,167,490 

11,167,490   

22,345,417   

25,216,024   

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

利 益 積 立 金

建 設 改 良 積 立 金

当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金

資 本 金

剰 余 金

長 期 前 受 金

長期前受金収益化累計額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

引 当 金 合 計

預 り 金

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

賞 与 引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

未 払 金

引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

固 定 負 債

引 当 金

資　　本　　の　　部

負　　債　　の　　部
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